
令和６年度愛媛県トラック物流効率化等支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、愛媛県補助金等交付規則（平成 18 年愛媛県規則第 17 号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内で、

令和６年度愛媛県トラック物流効率化等支援事業費補助金（以下「補助金」という。）

を交付する。 

 

（目的） 

第２条 補助金は、コロナ禍以降、加速する人手不足や、ＥＣ市場の拡大、顧客ニーズ

の多様化による物流の小口化・多様化への対応に加え、令和６年４月にトラック運転

手の時間外労働の上限が厳格化されたこと等により、トラックによる輸送の能力が不

足することが懸念される「物流の 2024 年問題」に対応するため、物流の効率化や人材

の確保など輸送能力の向上に取り組む事業者（令和６年４月１日時点で県内に本社又

は営業所を有する一般貨物自動車運送事業者（いわゆる霊柩事業のみを営む者を除

く。）又は特定貨物自動車運送事業者をいう。以下同じ。）を支援することを目的と

する。 

２ 前項の事業者は、次の各号のいずれかに該当する者を除く。 

 （１） 役員等（事業者が個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員（業

務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は相談役、顧問そ

の他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められ

る者をいう。）又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下

同じ。）が、暴力団員等（愛媛県暴力団排除条例（平成 22 年愛媛県条例第 24 号）

第２条第３号に規定する暴力団員等又は同号に規定する暴力団員等でなくなった日

から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

 （２） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的

に関与していると認められる者 

（３） 県税に未納がある者 

 （４） 前各号に掲げるもののほか、補助金の趣旨・目的に照らして知事が特に除外すべ

きものと認める者 

 

（補助対象経費及び補助率） 

第３条 補助金は、事業者の輸送能力の向上に関する取組を支援する期間（令和６年８

月１日から令和７年２月 28 日まで）に事業者が実施する輸送能力の向上に資する事業

であって、別表の第１欄「補助対象事業」に掲げるものに要する経費（消費税及び地

方消費税を除く。）に補助率を乗じて算定するものとする。 

２ 補助の対象となる経費は、別表の第２欄「補助対象経費」のとおりとし、１事業者

当たりの補助金の上限額及び下限額は、同表の第３欄「補助率並びに補助上限額及び



補助下限額」のとおりとする。 

３ １事業者への補助金の交付決定は、１回限りとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、令和６年度愛媛県トラック物流効率化等

支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、別に定める期日ま

でに知事に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補

助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れにかかる消

費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）

に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、

申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでないものに

ついては、この限りではない。  

 

（補助金の交付決定） 

第５条 知事は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは、補助金の交付決定を行い、速やかに当該申請者に通知するものとする。 

２ 前項の場合において、知事は、必要があると認めるときは、条件を付することがあ

る。 

３ 申請者は、やむを得ない事由により、第１項の規定による通知を受ける前に補助金

に係る事業に着手する場合は、令和６年度愛媛県トラック物流効率化等支援事業事前

着手届出書（様式第１号の２）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の変更承認申請） 

第６条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）について、次の各

号のいずれかに該当する変更をしようとするときは、あらかじめ令和６年度愛媛県ト

ラック物流効率化等支援事業変更承認申請書（様式第２号）を知事に提出し、その承

認を受けなければならない。 

（１） 補助金の額を変更しようとするとき 

（２） 補助対象経費の 20 パーセント以上の額を増減しようとするとき 

（３） 事業内容の追加や一部の事業中止等の重要な変更をしようとするとき 

２ 知事は、前項の変更承認申請書を受理したときは、内容を審査し、適当と認めたと

きは、変更の承認を行い、当該補助事業者に通知するものとする。この場合において、

知事は、必要に応じ条件を付し、又はこれを変更することがある。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第７条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ



令和６年度愛媛県トラック物流効率化等支援事業の中止（廃止）承認申請書（様式第

３号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の承認申請書を受理したときは、内容を審査し、適当と認めたときは、

中止又は廃止の承認を行い、当該補助事業者に通知するものとする。この場合におい

て、知事は、必要に応じ条件を付し、及びこれを変更することがある。 

 

（補助事業の状況報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業の遂行状況について、令和６年度愛媛県トラック物流

効率化等支援事業遂行状況報告書（様式第４号）を別に定める期日までに知事に提出

しなければならない。 

 

（補助事業の実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承認を受

けたときを含む。）は、事業の完了した日から起算して 10 日を経過する日又は令和７

年２月 28 日のいずれか早い日までに、令和６年度愛媛県トラック物流効率化等支援事

業実績報告書（様式第５号）に関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

２ 第４条第２項ただし書により交付申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提

出するに当たって、第４条第２項ただし書に該当した各事業実施主体において当該補

助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額

から減額して報告しなければならない。 

３ 第４条第２項ただし書により交付申請をした補助事業者は、第１項の実績報告書を

提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに

係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合

には、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を令和６年度愛媛県トラック物流効

率化等支援事業費補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額報告書（様式第６号）に

より速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなけれ

ばならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 10 条 知事は、前条に規定する実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、必

要に応じて現地調査を行い、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、補助事業者

に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第 11 条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金を請求しようとするとき

は、速やかに令和６年度愛媛県トラック物流効率化等支援事業費補助金精算払請求書

（様式第７号）を、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による精算払請求書を受理した場合は、補助金を交付するもの

とする。 

 



（補助金の概算払） 

第 12 条 知事は、前条の規定にかかわらず、補助事業の実施上必要と認めるときは、補

助金の一部又は全部を概算払することができる。 

２ 補助決定事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、令和６年度愛媛県ト

ラック物流効率化等支援事業費補助金概算払請求書（様式第８号）に関係書類を添付

して、知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取り消し等） 

第 13 条 知事は、交付決定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補

助金交付の決定を取り消し、又は変更することができる。この場合において、既に補

助金が交付されているときは、知事はその全部又は一部の返還を求めることができる。 

（１） この要綱又は補助金交付の決定の際に付した条件に違反したとき 

（２） この要綱により、知事に提出した書類に虚偽の記載があったとき 

（３） 補助金を交付する目的に著しく反する行為があったとき 

（４） 前各号のほか、業務に関する法令違反により行政処分を受けるなど、交付決定事

業者として相応しくないと認められたとき 

 

（財産の管理及び処分） 

第 14 条 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）

のうち、規則第 22 条第２項第４号に規定する財産は、取得価格又は効用の増加価格の

単価が 50 万円を超える機械及び重要な器具とする。 

２ 規則第 22 条第２項ただし書に規定する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定められている耐用年数に相当する期間とする。 

３ 補助事業者は、前項に規定する期間中において、処分を制限された取得財産等を処

分しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

４ 知事の承認を受けて取得財産等を処分することにより、収入があった場合は、その

収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

（関係書類の保管） 

第 15 条 補助事業者は、補助事業に係る収入支出の帳簿及び証拠書類を整備し、補助事

業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）の日の属する年度の終了後５年間、知事

の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければならない。 

 

（その他） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和６年７月 30 日から施行する。 

 



別表 

補助対象事業 補助対象経費 
補助率並びに補助上

限額及び補助下限額 

１ 輸送の効率化に資する

システムや機器の導入 

 

配車計画システム、車両動態管

理システム等のシステム導入

費、デジタル運行記録計等の機

器購入費等 

補助率 

２分の１以内 

補助上限額 

合計 200 万円以内 

（千円未満の端数は

切捨て） 

補助下限額 

50 万円 

（注１～３参照） 

２ 荷役作業の効率化機器

等の導入 

標準パレット、ロールボックス

パレット（カゴ車）、アシストス

ーツ、フォークリフト等の資機

材の購入費等 

３ 共同配送や中継輸送の

実施 

共同配送システムの導入、中継

拠点の整備・使用料、コンサル

料等 

４ 若年層・女性その他の多

様な人材の確保・活躍を促進

するための環境を整備する

事業であって、次のいずれか

に該当するもの。 

（１）シャワー室又は女性専用

の休憩室、更衣室等の整備 

（２）託児スペースの設置 

（３）その他、知事が必要と認め

る事業 

 

５ 人材確保重点支援メニ

ュー 

（1）多様な人材の確保を図る

ための就職説明会等の開

催・出展、研修等の開催・

参加 

（2）多様な人材を育成するた

めの研修体制、キャリアパ

ス制度の導入 

（3）運転免許や資格取得支援

（※） 

※事業者が負担する経費が

対象で、愛媛県トラック協

会等からの助成費を除く 

（4）その他、知事が認める事業 

 １～４の事業に加え

て、５を実施する場

合に次の額を加算 

 

補助率 

２分の１以内 

補助上限額 

100 万円以内 

（千円未満の端数は

切捨て） 

補助下限額 

10 万円 

（注１～３参照） 

 



（注） 

１ 補助上限額は 200 万円とし、「５ 人材確保重点支援メニュー」を実施する場合は 300 万

円とする。 

２ 補助下限額は 50 万円とし、「５ 人材確保重点支援メニュー」を実施する場合は 60 万円

とする。 

３ 事業費は、総額 100 万円以上を補助対象とする。ただし、「５ 人材確保重点支援メニュ

ー」の実施加算を受ける場合は、総額 120 万円以上（うち 20 万円は「５ 重点確保重点支

援メニュー」事業）を補助対象とする。 

４ 補助対象経費は、本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ、証拠書類で金額等

が確認できるもののみとする。 

５ 新たな取組として必要な経費を対象とし、既存経費を振り替えて計上することは認めない。 

６ 補助対象事業について国又は愛媛県トラック協会等の事業者団体等から補助金交付決定

を受けている場合又は申請する予定がある場合は、その交付決定額または見込額を控除した

額を補助対象経費とする。 

７ １～４の事業の補助対象経費は、システムの開発費用、機材・設備の購入費用等の初期費

用（いわゆるイニシャルコスト）のみを対象とし、システムの通信費、保守管理料、機材・

設備のリース料等（いわゆるランニングコスト）は対象としない。ただし、中継輸送の拠点

として倉庫・土地等を借り受ける場合の賃借料は対象とする。 

８ ５の事業の補助対象経費は、就職説明会の開催・出展に係る会場使用料、講演料、登録料

及び出展料、多様な人材確保のための研修などの開催・参加や人材育成研修制度・キャリア

パス制導入に係る会場使用料、講演料、委託料及び従業員の研修参加費用、新規採用者や従

業員の運転免許・資格取得費用を事業者が負担した費用等を対象とする。 

９ １～５いずれの事業においても、汎用品(パソコン等)は補助対象事業に必要不可欠なもの

のみ対象とする。 


